












Research on the Sanctions for Violation of 
Administrative Obligations: 





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































東北法学第52号 ρ019) 57 
(8) 葉陵陵「中国における治安管理処罰法の制定と行政処罰法制度の改革」熊本法学
112号 (2日7)113頁以下参照。


























































































































































(91) 宇賀克也「行政法概説1J (有斐閣、第五版、 2013)239頁以下参照。











(98) 美濃部達吉『行政法撮要上巻~ (有斐閣、第四版、 1933)213頁参照。
(9) 田中二郎『新版行政法上巻~ (弘文堂、全訂第2版、 1988)168頁(本書の初版は
1954年に出版された)。

























(12) こ白ような主張、たとえば西津成信「間接行政強制制度の研究~ (信山社、 2006
東北法学第52号。019) 63 
年)40頁参照。





(17) 田中良弘『行政上の処罰概念と法治国家~ (弘文堂、 2017)14頁参照。
(18) 戦後日本でも、己申ような傾向がある。条例・規則における過料白活用は一例で
ある。
(日日) 田中・前掲注 (1)269頁参照。
(1明) ドイツでは、機能的な司法、刑事負担の軽減という理念の下で、軽微な犯罪行為
が秩序違反へ転換することが存在する。田中・前掲注 (117)181頁参照。
(121) 西津・前掲注 (112)56頁参照。
(1田) 築紫圭一「環境法執行と行政制裁」法律時報85巻12号 (2013)8頁。
(1田) 行政刑罰、過料白機能不全由理由は被雑である。字賀・前掲注 (91)242、248頁
参照。
(凶) 宇賀・前掲注 (91)239頁以下参照。
(1田) 課徴金の裁量性を肯定する見解は存在している。中原茂樹「景品表示法上回課徴
金について」字賀克也、交告尚史編『現代行政法の構造と展開~ (有斐閣、初16)
803参照。
(1田) 最高裁白判断(最大判昭和41年12月27日民集20巻10号2279頁)によれば、非訟事
件手続法に基づき過料を課す手続は違憲ではない。しかし、憲法由適正手続の要請
に違反しないということは手続が充実していることを意味しない。最低限とする憲
法白要求を達しても、十分な手続があるとはいえない。
(1訂) 山田洋「事前手続と事後手続」磯部力ほか編『行政法由新構想IU(有斐閣、 2008
年)233頁。
(1盟) 宇賀・前掲注 (91)252頁参照。
(1田) たとえば、「安全で快適な千代田区の生活環境白整備に関する条例」。
(おう・めいてつ 東北大学大学院博士後期課程)
